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（職　名） （氏　名）

　〒

　
　

　資本金・基本金等 設立の目的・事業の目的

主な出資者等の構成（出資等比率順位順）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

　

　主要事業の概要 　 　

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※常勤役員のみ ※常勤職員のみ（ただし、職員平均年収及び勤続年数はプロパー職員分）
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県派遣 県ＯＢ

（内容）

（内容）暴力団排除気運の醸成、暴力追放県民大会の開催、暴力追放作品コンクールの実施

（内容）暴力団対策法に基づく不当要求責任者講習の実施

無

無

公益

　経営目標
１　効果的な広報活動
　　新聞、テレビ、ラジオ等各種広報媒体を活用した広報を効果的に実施する。
　　暴力団の資金獲得活動が多様化・巧妙化していることから、暴力団情勢の変化に応じた情報を発信するほか、不当要求防止責任者の受講拡大に努めるととも
に、暴力団の被害に遭わないための相談業務も効果的に推進する。

２　安定した事業資金の確保
　　基本財産は、国債等の債権購入で運用しているが、現状の債権利息は極めて低く不足分を賛助会員の会費に頼らざるを得ないため、引き続き賛助会員の新規加
入の促進に努める。

上記以外
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　県民の暴力団追放意識と暴力団追放運動の高揚を図るとともに、暴力団の存
在を許さない社会基盤を確立するための事業を行い、もって、暴力のない安全
で住みよい青森県づくりに寄与することを目的として、平成４年４月２３日に
暴力団対策法に基づく暴力追放運動推進センターとして指定を受け設立された
ものである。

令和2年度

暴力団に関する相談活動、暴力団員等の組織離脱活動の推進、差止請求関係業務、少年への暴力団の影響を排除するための相談及び支援活動等
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令和5年度

平成4年4月23日設立年月日

ＨＰアドレス
ｅ-mailアドレス

電話番号

15.77

46.3711,378

前年度
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２　財務の状況 （単位：千円）

（単位：％）

３　経営評価結果等への対応状況

44.39 0.71

928.70 1,285.78

基本財産の効果的運用に係る取り組み状況に
ついて

新規賛助会員の獲得に向けた取組状況につい
て

　基本財産については、資産価値の維持を図ることを主
として、元本償還の確実性が高く、かつ、適正な運用益
が安定して得られるなど最善と考えられる方法により、
運用するという基本方針で運用している。
　今後も証券会社や専門家等のアドバイスを受けて、効
果的な基本財産の運用をしていきたい。

　民間企業の支店統廃合施策やコロナ情勢による不景気
で退会者数が増加傾向ではあるが、積極的な広報で賛助
会員数を前年比で増やすことが出来た。しかし、不景気
により賛助会員からの賛助金の口数が減るなどの理由で
賛助金収入の増益には至らなかった。
　今年度はコロナ対策の警戒レベルが下がって各種行事
が通常通りの再開となるので、積極的な広報を実施して
賛助会員の増加、賛助会費の増益を目指したい。

357.08429.70

令和3年度

（2021)

令和4年度

（2022)
主な増減理由〔法人記入〕

8.56 0.51
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左に係る県所管部局の意見・評価
〔県所管部局記入〕

対応状況
〔法人記入〕

29.34 30.35 1.02

43.69

これまでの経営評価結果等
（改善事項等）

　基本財政の運用は、公金による出捐等が行われている
ことを踏まえ、安全・確実な運用に努める必要がある。
　今後も運用銘柄の選定は専門家のアドバイスを受け
て、リスク分析等を行うなど、慎重かつ厳格に選定する
こと。

　民間企業の支店統廃合施策が進んでおり情勢は厳しい
が、各種行事が通常通りに再開となるので、あらゆる行
事において積極的に賛助会員の募集活動を実施して、賛
助会員の増加、賛助金収入の増益になるように尽力する
こと。
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主な理由は退職金の支払いが無かったため。
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４　経営評価指標

（１）法人自己評価

（２）県所管部局評価

５　総合評価

◎ 対応等は良好

　不正やミスが生じないように定期的に内部監査の実施や税理士の定期検査を受けて
おり、外部監査においても一定の評価を得ている。
　人材育成についても、全国暴力追放運動推進センター等が主催する研修でスキル
アップを図っている。
　暴追センターの設立時、青森県をはじめ各市町村から公金が出捐されていることを
踏まえて健全な運営を務めて貰いたい。
　これまでどおり経費削減の取組を推進して貰いたい。
　基本財産の運用は、ハイリスクな運用を避けるなど大きな損失を生じないように心
掛けて貰いたい。

　借入金が無く、自主財源の範囲内で事業活動をしているので健全性は良好である。
　今後も全ての業務を持続的・安定的に行うため、経営基盤を強化し財務面での健全
化を確保するように努めること。

概ね良好

財務状況の健全性

○ 概ね対応等は良好

総合評価

Ａ

概ね対応等は良好○

　計画的に事業が行われているが、数値目標の達成に努力を要する。
　しかし、民間企業の支店統廃合施策やコロナによる不景気などによる悪条件の中、
賛助会員数を増加させたのは評価できる。
　今後も創意工夫して責任者講習受講者数の向上や賛助会員獲得に努めて貰いたい。

◎ 対応等は良好

　暴追センターは、一般市民に代わって暴力団事務所使用差止請求訴訟を提起できる
適格団体であり唯一無二の存在である。
　暴力団対策法の改正や暴力団情勢の変化に対応するため、警察や全国暴力追放運動
推進センター等と積極的に意見交換を行うなど適正に業務が行われている。
　今後も暴力団の存在を許さない社会基盤を確立するため各種事業を推進して貰いた
い。

◎ 対応等は良好

経営の効率性

合　　計

コメント〔県所管部局記入〕（改善事項等）

計　画　性

組織運営の健全性

　経営状況は借入金が無く自主財源の範囲内で事業をしており安定しているので、引き続き、基本財産の
効果的な運用と賛助会員の獲得に努めて貰いたい。
　暴追センターは、暴力団の存在を許さない社会基盤を確立するための事業を推進しているほか、一般市
民に代わって暴力団事務所使用差止請求訴訟を提起することができる適格団体であり、民間企業では代替
不可能である。
　よって、暴追センターの活動内容について広く県民や県内企業等に周知を図るため、今後も積極的な各
種事業を推進することを期待する。

評価項目

目的適合性

項目別評価 コメント〔県所管部局記入〕

　今後も引き続き積極的な広報をして、不当要求防止責任者講習
の受講者数の増加や賛助会員の増加に努める。
　暴力団情勢の変化に素早く対応できるように、今まで通り、全
国暴力追放運動推進センターや警察と緊密な連携を図って不断の
見直しを心掛ける。

組織運営の健全性

　規程に基づき内部監査を実施しているほか、定期的に税理士に
会計検査を委託して不正がないようにチェックしている。
　また、企業等から取引相手の暴力団関係の有無等に関する相談
が増加し、個人情報の取扱件数が増加しているので、個人情報の
取扱に注意して情報漏洩事案の絶無に務めている。

経営の効率性

　基本財産運用は、専門的知識を有する者の助言に従って、効果
的な運用をするとともに、資産運用による収入だけでなく、賛助
会員獲得による賛助金増加も推進する。

財務状況の健全性

　県からの財産支援は受けておらず、借入金もない。
　国債、社債等の運用や、賛助金収入など自主財源が確保されて
いる。18 18 88.89

125
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評価項目 自己評価〔法人記入〕
（経営概況、経営上の課題・対策、得点率の増減理由等）

対象指標
評点数

目的適合性

　暴追センターは暴力団の存在を許さない社会基盤を確立するた
めの事業を行い、暴力のない安全で住みよい青森県づくりに寄与
することを目的としている。また、公安委員会から認定を受けた
適格団体でもあり、民間企業では代替不可能であるから、今後も
目的達成のため、警察と連携して事業活動を推進する。

計　画　性

評点数

27

34

23

16

31

35

25

118

法人評価
得点率

100.00

87.10

97.14

92.00

100.00

94.40

16

92.86

（参考）
前年度得点率

100.00

90.32

94.29

92.31


